
１　基本情報

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

（ ）

２　主な事業内容

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

３　公社等の公益的使命と県が期待する役割

４　評価
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※1　上記ロ及びハにおける「団体による自己評価」・「県（主務課）の所見」及び「参考指標」は、それぞれの項目に係る経営評価指標に基づき記載しているもの。

財務の
健全性　※1

　東日本大震災や令和元年東日本台風に加え、頻発化・激甚化す
る災害支援に積極的に取り組むことで財政基盤は安定してきた
が、これらが収束し収益が減少していくことが見込まれている。
　一方で、国土強靭化に係る業務や、橋梁点検結果を踏まえた橋
梁補修に係る業務の支援要請の増加が見込まれることから、これ
らにしっかりと対応していく。

　東日本大震災復興事業はほぼ完了しているほか、令和元年度
東日本台風被害の復旧事業も進んでいることから、災害関連支援
業務の受託は減少しているものの、社会資本整備など災害関連以
外の業務を重点的に受託したことにより、財務は安定している。当
期一般正味財産増減額がマイナスとなったが、事業計画に基づく
収益減であり、長期的視点で健全経営に努めている。

A

総合評価・今後
の方向性と課題

　より一層、組織運営の健全性と財務の健全性が図られるよう、社
会情勢の変化などを的確に把握し、中長期を見据えた経営基盤の
安定と強化に努める。

　県及び市町村が行う社会資本整備への支援のほか、自然災害
に対する早期復旧の支援や、土木技術者の人材育成事業にも力
を入れている。
　引き続き、業務の効率化と健全経営に努め、組織の持続的かつ
安定的な運営に取組む必要がある。

総合
評価

A

上記３
への対応

　「国土強靭化等に資する社会資本整備の支援」、「橋梁の長寿命
化等社会資本老朽化対策への支援」、「土木行政に携わる職員の
育成支援」の３つの重点施策を柱とし、組織の総力を挙げて事業を
展開し、多くの支援要請が寄せられ、これらに適切に対応した。

　公共事業支援として、県及び市町村が行う社会資本整備事業の
設計・積算や工事監理等の支援を実施するほか、人材育成事業と
して、技術研修等を開催するなど県内の土木技術者の技術力向上
に取り組んでいる。また、災害時には被災市町村に対して人員派
遣する体制も整備されており、県としても引き続き、当団体による
支援を期待している。

組織運営の
健全性　※1

　監事には公認会計士を選任しているが、監事とは別の公認会計
士と委託契約を行い、会計等に係る指導を受けている。
　また、新たな県及び市町村支援のあり方や目指すべき方向性な
どを整理し、今後の業務展開や人材育成方針について検討を行う
など、健全な組織運営が図られるよう努めている。

　業務規程等が整備され内部牽制が図られているとともに、監事と
は別の公認会計士と会計顧問・税務顧問の契約を結び、適正な財
務・会計業務が行われているほか、職員の資質向上を目指した研
修受講や資格取得の支援を行うなど、透明かつ健全な組織運営
が行われている。

A

現在の団体としての公益的使命・役割・目標 県が期待する団体の役割（県施策との関連等）
　当法人は、県及び県内の全市町村が社員となり、公共事業に携わる建設技術者の技
術力向上と、公共事業の適正かつ効率的な執行を支援する公益法人であり、令和５年
度は安全・安心で活力にあふれ持続可能な県土づくりを推進するため、組織の総力を挙
げて事業を展開した。

　当団体は、県及び県内市町村の公共事業に携わる建設技術者の資質の向
上を図るとともに、公共事業の適正かつ効率的な執行を支援し、社会資本の
整備や維持保全に寄与している団体である。

項目 団体による自己評価 県（主務課）の所見
参考
指標

全体事業費 786,470 891,653 902,964 指定管理者

その他
の事業

広域汚泥処理事業、図書発行等
18,865 33,710 35,059 下水道処理施設の維持管理支援

宮城県建設関係担当者名簿の発行、宮城県
建設技術協会の事務局補助業務2.4% 3.8% 3.9%

事業3 土木工事積算システム貸出事業
28,808 37,720 29,917 土木工事積算システムの貸出事業

3.7% 4.2% 3.3%

事業2 調査設計等補完事業
238,396 239,996 236,399 橋梁点検、道路付属物調査、河川調査、砂防

施設調査等の各種公共事業関連調査業務や
社会資本整備に関する業務30.3% 26.9% 26.2%

事業1 公益目的事業

500,401 580,227 601,589 ・公共事業に関する技術相談及び計画、積算、工事監理、道路管
理、災害対策等に係る支援事業
・技術研修等の開催、実務研修生の受入、技術情報等の発信
・下水道事業等に関する普及・啓蒙、下水道排水設備工事責任技術
者認定支援63.6% 65.1% 66.6%

事業名
事業費　(単位：千円)

事業内容
令和３年度 令和４年度 令和５年度

千円 -

出資等総額 0 千円

-

0.0% - 千円 -

設立目的
（定款等）

　地域社会の健全な発展と県民の福祉の向上を目的とし、公共事業
に携わる建設技術者の資質の向上を図るとともに、公共事業の適正
かつ効率的な執行を支援することにより、社会資本の良質な整備や
的確な維持保全に寄与する。

そ
の
他

-

-

県出資額
・割合

0 千円
ホームページ http:/www.m-ctc.com/

第
５
位

- 千円 -

団体分類 自立支援団体 県主務課
第
４
位

-

- 千円 -
土木部　土木総務課

理事長　平塚　智 設　　　立 昭和43年5月1日
第
２
位

-

- 千円 -

４０　公益社団法人宮城県建設センター

所 在 地 仙台市青葉区上杉一丁目1番20号

出
資
等
の
状
況

第
１
位

-

- 千円 -

代 表 者

電　　　話 022-263-1431 ファックス 022-263-1439
第
３
位

-



５　経営状況　（単位：千円）

※2　委託金：随意契約によるものが対象。指定管理者制度に係る管理委託料は、非公募により選定された場合が対象。
（なお、非公募で指定管理者となった団体で利用料金収入がある場合は、利用料金収入を含めた額を計上している。）

※3　総収入＝経常収益＋経常外収益＋当期指定正味財産増加額【正味財産増減計算書】

６　主な経営指標

７　組織・役職員の状況

( ） ( ） ( ）
( ） ( ） ( ）

%4.14 不足数 0.0

※4　常勤職員：プロパー職員、県派遣・県退職者、その他の派遣職員（県以外の自治体、民間企業等）を指すもの。

※5　上記以外の職員：任期付職員、契約社員、嘱託、非常勤職員、臨時職員及びパート・アルバイト等、常勤職員に該当しない職員の合計を指すもの。
※6　6月1日現在で、公共職業安定所に提出する『障害者雇用状況報告書』の数値を掲載しているもの。（法定雇用率が課せられている団体のみ記載)
　 　【除外率が適用となる団体は、除外率適用後の常用労働者数に基づき記載】

障害者雇用の状況　（※6） 法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数 72.5 雇用障害者数 3.0 実雇用率

0 0 0 平均年収
（千円）

出資割合25％未
満のため非公開上記以外の職員（※5） 58 53 46

職員

常勤職員　（※4） 39 38 37 平均年収
（千円）

出資割合25％未
満のため非公開プロパー職員

役員

常勤職員（プロパー）

県派遣職員 0 0 0 平均年齢(歳) 40.9

37 36 35
県退職者 2 2 2

その他の派遣職員

3 3 常勤役員
非常勤（うち県退職者） 7 0 7 0 7 0
常勤 　（うち県退職者） 3 3 3 3

平均年齢(歳) 62.0

（人）

役職員の人数
令和４年度

（実績）
令和５年度

（実績）
令和６年度

（6月末現在）
令和５年度における
常勤役職員の状況

管理費比率 管理費÷経常収益×100 2.5% 2.6% 2.3% -0.3%
経常利益率 当期経常増減額÷経常収益×100 11.5% 9.3% -4.6% -13.9%
借入金依存度 （長期借入金＋短期借入金）÷資産合計（総資産）×100 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
流動比率 流動資産÷流動負債×100 525.6% 352.4% 461.2% 108.9%
正味財産比率 正味財産合計÷資産合計（総資産）×100 82.5% 82.2% 84.9% 2.7%

評価項目 算式等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 増減(R5-R4)

年度末貸付金残高 0 0 0 0
損失補償（債務保証）残高 0 0 0 0

868,103 △ 295,467
総収入に対する補助金等割合 20.1% 15.9% 26.9%

単年度貸付額 0 0 0 0

48,872
負担金 0 0 0 0

県
の
財
政
的
関
与

補助金 0 0 0 0
委託金　※2 184,263 184,603 233,475

補助金等合計 184,263 184,603 233,475 48,872
総収入　※3 917,277 1,163,570

当期指定正味財産増減額 0 149,535 △ 16,780 △ 166,315
当期正味財産増減額 107,767 212,469 △ 57,020 △ 269,489

当期経常外増減額 2,420 2,420 2,420 0
当期一般正味財産増減額 107,767 62,934 △ 40,240 △ 103,174

経常外収益 2,420 2,420 2,420 0
経常外費用 0 0 0 0

105,469 93,785 △ 40,704 △ 134,489
当期経常増減額 105,469 93,785 △ 40,704 △ 134,489

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常収益 914,857 1,011,615 882,463 △ 129,152
うち事業収益 912,235 990,373

うち管理費 22,917 26,177 20,202 △ 5,975

860,319 △ 130,054
経常費用 809,388 917,830 923,167 5,337

評価損益等調整前当期経常増減額

一般正味財産 1,768,640 1,831,574 1,791,334 △ 40,240

指定正味財産 0 149,535 132,755 △ 16,780

13,597

流動負債 194,666 252,914 153,879 △ 99,035

0
正味財産合計 1,768,640 1,981,109 1,924,089 △ 57,020

うち長期借入金 0 0 0

うち基本財産 586,000 886,000 886,000

固定負債 179,627 175,945 189,542

709,738 △ 181,462
固定資産 1,119,708 1,518,768 1,557,772 39,004

貸
借
対
照
表

資産合計 2,142,933 2,409,968 2,267,510 △ 142,458
流動資産 1,023,225 891,200

0
負債合計 374,293 428,859 343,421 △ 85,438

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 増減(R5－R4)



別記様式第３号　経営評価シート

１　組織運営の健全性に関する指標

№ 項目

1

0

1

0

1

0

1

0

1

0

■

■

■

■

■

■

■

■

施設等管理規程 ■

■

2

1

0

1

0

実効的な外部監査を受けて
いるか。
〔指標〕
　✓公認会計士・税理士の関
与の有無

①公認会計士・税理士による監事（監
査役）監査の実施又は監査法人による
監査の実施。

組織内の業務監査体制を整
備しているか。
〔指標〕
　✓組織内の業務監査体制の
整備の有無

①整備している。

1

②整備していない。

2
②公認会計士・税理士による定期的な
指導を受けている。

③公認会計士・税理士による関与はな
い。

決裁規程

給与規程

退職手当規程

業務継続計画（ＢＣＰ）

ＤＸ推進に向けた体制を整
備しているか。
〔指標〕
　✓ＤＸについて検討・推進
を行う部署の設置又は担当者
の配置の有無

①設置又は配置している。

就業規則

役員報酬規程

職務分掌規程

会計規程

契約規程

0

②設置又は配置していない。

3

内部統制 必要な業務規程を整備して
いるか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる業務規程等
の整備状況

①８項目以上整備

1

②８項目未満整備

2

組織体制 経営幹部へ民間等経験者を
含む多様な人材を登用して
いるか。
〔指標〕
　✓役員に民間企業等出身者
を登用・配置の有無

①登用している。

0

②登用していない。

人材育成の取組を行ってい
るか。
〔指標〕
　✓人材育成や内部登用、
独自の人材確保の取組の有
無

①行っている。

1

②行っていない。

４０　公益社団法人宮城県建設センター

評価内容 評価

1

経営方針 経営方針を明確にし、職員
に周知しているか。
〔指標〕
　✓経営方針の職員等への
周知の有無

①周知している。

1

②周知していない。



№ 項目 評価内容 評価

内部統制

2

1

0

■

■

■

■

■

■

■

■

■

□

□

2

1

0

■

■

■

□

■

10

参考
指標

A

合計（12点満点）

団体による自己評価
（概況、上記指標以外の取組実績、今後の課題・

対策等）
県（主務課）の所見

　監事には公認会計士を選任しているが、監事とは別
の公認会計士と委託契約を行い、会計等に係る指導を
受けている。
　また、新たな県及び市町村支援のあり方や目指すべ
き方向性などを整理し、今後の業務展開や人材育成方
針について検討を行うなど、健全な組織運営が図られ
るよう努めている。

　業務規程等が整備され内部牽制が図られてい
るとともに、監事とは別の公認会計士と会計顧
問・税務顧問の契約を結び、適正な財務・会計
業務が行われているほか、職員の資質向上を目
指した研修受講や資格取得の支援を行うなど、
透明かつ健全な組織運営が行われている。

財産目録

キャッシュフロー計算書（作成してい
る場合）

役員の報酬・退職金に関する規定

2

②１～２項目実施している。

③実施していない。

○コンプライアンスに関する規程を整
備している。

○マニュアル等を作成し、職員に配布
する等周知を図っている。

○職員に対する啓発等研修の場を設定
している。

○公益通報者保護法に基づく公益通報
制度を設けている。

○その他、コンプライアンス経営を充
実するための取組を実施している。

3

適切に情報公開を行ってい
るか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる資料の団体
ホームページにおける公開状
況

①下記のうち、６項目以上（会社法法
人・その他の法人は４項目以上）を公
開している。

2

②下記のうち、６項目未満（会社法法
人・その他の法人は４項目未満）を公
開している。

③ホームページで公開していない。

コンプライアンスに関する
取組を行っているか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる取組の実施
状況

①３項目以上実施している。

定款(寄附行為）

役員等名簿

事業計画書

収支予算書

事業（営業）報告書

収支計算書

貸借対照表

損益計算書（正味財産増減計算書）

＜参考指標＞

合計点が

9～12点の場合：Ａ（概ね良好）

6～ 8点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 5点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）



２　財務の健全性に関する指標

№ 項目

①３期連続黒字（増加） 3

②当期黒字（増加）
　又は
　当期赤字（減少）かつ2期黒字（増加）

2

③当期赤字（減少）かつ１期黒字（増加） 1

④３期連続赤字（減少） 0

①３期連続黒字（増加） 3

②当期黒字（増加）
　又は
　当期赤字（減少）かつ2期黒字（増加）

2

③当期赤字（減少）かつ１期黒字（増加） 1

④３期連続赤字（減少） 0

①当期≧０（累積欠損金なし） 2

②当期＜０（累積欠損金あり） 0

①当期≧３０％ 2

②当期＜３０％ 0

①当期≦正味財産（自己資本）比率、借入
金なし

1

②当期＞正味財産（自己資本）比率 0

①当期≧１００％ 1

②当期＜１００％ 0

10

参考
指標

A

合計（12点満点）

団体による自己評価
（概況、今後の課題・対策等）

県（主務課）の所見

　東日本大震災や令和元年東日本台風に加え、頻発
化・激甚化する災害支援に積極的に取り組むことで財
政基盤は安定してきたが、これらが収束し収益が減少
していくことが見込まれている。
　一方で、国土強靭化に係る業務や、橋梁点検結果を
踏まえた橋梁補修に係る業務の支援要請の増加が見込
まれることから、これらにしっかりと対応していく。

　東日本大震災復興事業はほぼ完了しているほか、
令和元年度東日本台風被害の復旧事業も進んでいる
ことから、災害関連支援業務の受託は減少している
ものの、社会資本整備など災害関連以外の業務を重
点的に受託したことにより、財務は安定している。
当期一般正味財産増減額がマイナスとなったが、事
業計画に基づく収益減であり、長期的視点で健全経
営に努めている。

2

安全性 財務は安定しているか。
〔指標〕正味財産(自己資本)比率の状況
　✓正味財産合計（純資産）÷資産合計×
100

2

借入金に依存していないか。
〔指標〕借入金依存度の状況
　✓（短期借入金＋長期借入金）÷資産合
計×100

1

十分な支払能力を維持しているか。
〔指標〕流動比率の状況
　✓流動資産÷流動負債×100 1

評価内容 評価

1

採算性 経常的な活動は赤字傾向にないか。
〔指標〕
　✓正味財産増減計算書：経常増減額
　✓損益計算書：経常損益
　✓収支計算書：事業収入-(事業費＋管理
費)

2

事業活動全体は赤字傾向にないか。
〔指標〕

　✓正味財産増減計算書：正味財産増減
額
　✓損益計算書：純利益（損失）
　✓収支計算書：収支差額

2

累積欠損金はないか。
〔指標〕
　✓公益法人会計：正味財産合計-出資等
合計
　✓企業会計　　：利益剰余金

2

＜参考指標＞

合計点が

10～12点の場合：Ａ（概ね良好）

6～ 9点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 5点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）


